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~ 会社更生法（平成14年法律第154号。以
下同じ。）に基づく会社更生手続きの開始若
しくは民事再生法（平成11年法律第225号。
以下同じ。）に基づく再生手続開始がなされ
一般競争（指名競争）参加資格の再審査に
係る認定を受けていない者又は手形交換所
による取引停止処分、主要取引先からの取
引停止等の事実があり、経営状態が著しく
不健全であると認められる者

� 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（建設工事）若しくは添付書類中の重要
な事項について虚偽の記載をし、又は重要
な事実について記載をしなかった者

� 営業に関し法律上必要とされる資格を有
しない者

‚ 以下に定める届出の義務を履行していな
い建設業者（当該届出の義務がない者を除
く。）
なお、届出の義務を履行しているか否か
を確認するため、総合評定値通知書の写し
を提出すること。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48

条の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

] 機構における一般競争（指名競争）参加資
格業者のうち土木一式工事の認定を受けてい
ること。

^ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づく再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、一般競争（指名競
争）参加資格の再審査に係る認定を受けてい
ること。

b 次の条件を満たす同種工事の施工実績を有
していること。
{ 単体有資格業者にあっては、平成11年４
月１日から本工事における確認申請書等の
提出期限までに元請として完成し、引渡し
が完了した同種工事Ê及びËの工事の施工
実績を有すること。ただし、同一工事でな
くてよい。
また、特定ＪＶ、経常ＪＶ、事業協同組
合にあっては、構成員のうち１社が、平成
11年４月１日から本工事における確認申請
書等の提出期限までに元請として完成し、
引渡しが完了した同種工事Êの要件を満た
す工事の施工実績を有するとともに、その
他の構成員は、平成11年４月１日から本工
事における確認申請書等の提出期限までに
元請として完成し、引渡しが完了した同種
工事Ëの施工実績を有すること。
なお、共同企業体構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。
（同種工事として認める施工実績の要件）
Ê 『ＴＢＭによるトンネル工事』
Ë 『密閉型シールドによる岩盤のトンネ
ル工事』

| 同種工事の施工実績は、可能な限り一般
財団法人日本建設情報総合センター（ＪＡ
ＣＩＣ）の工事実績情報サービス（以下「Ｃ
ＯＲＩＮＳ」という。）に登録されている工
事から選定すること。

} 同種工事の発注者から企業に対して通知
された工事成績評定表の評定点が65点未満
のものは同種工事の施工実績として認めな
い。

~ 工事成績評定が実施されていない実績や
評定点が企業に通知されていない実績を同
種工事の施工実績とする場合は、発注者の
証明を受けた施工証明書又は検査に合格し
たことを証明する書類（完成認定書等の写
し）をもって65点とみなす。

c 次の{から}に掲げる基準のいずれかを満
たす管理技術者及び照査技術者（以下「配置
予定設計技術者」という。）を実施設計の実施
期間中に配置できること。ただし、管理技術
者と照査技術者を兼務することはできない。
なお、配置予定設計技術者にあっては、直
接的かつ恒常的な雇用関係にある者でなけれ
ばならない。
{ 『技術士法（昭和58年法律第25号）』によ
る第２次試験のうち建設部門、上下水道部
門、衛生工学部門（選択科目を「環境衛生
工学」とするものに限る。）、農業部門（選
択科目を「農業土木」とするものに限る。）、
森林部門（選択科目を「森林土木」とする
ものに限る。）又は総合技術監理部門(「建設
部門」に係るもの、「農業部門」の選択科目
を「農業土木」又は「森林部門」の選択科
目を「森林土木」とするものに限る。）の資
格を有し、技術士法による登録を行ってい
る者

| （公社）土木学会が認定した特別上級土
木技術者（「総合」、「地盤・基礎」、「流域・都
市」又は「設計」とするものに限る。）又は
上級土木技術者（「地盤・基礎」、「流域・都
市」、「河川・流域」又は「設計」とするも
のに限る。）又は一級土木技術者（「地盤・基
礎」、「流域・都市」、「河川・流域」又は「設
計」とするものに限る。）の資格を有する者

} ＲＣＣＭ（選択科目を「河川、砂防及び
海岸・海洋」、「電力土木」、「上水道及び工業
用水」、「下水道」、「農業土木」、「森林土木」
又は「トンネル」とするものに限る。）の資
格を有し、登録証書の交付を受けている者

d 次の基準を満たす主任技術者又は監理技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を本工
事に専任で配置できること。

なお、配置予定技術者にあっては、直接的
かつ恒常的な雇用関係にある者でなければな
らない。
{ １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

| 入札説明書に記載する条件を満たす経験
を有する者であること。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

e 確認申請書等の提出期限から開札時までの
期間に、機構から『工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領（以下『指名停止措置要領』
という。）』に基づき、筑後川水系関連区域に
おいて指名停止を受けている期間中でないこ
と。ただし、指名停止措置要領別表第１の措
置要件に該当することによる指名停止につい
ては、本工事の競争参加を認めることがある。
この場合、当該指名停止の期間に応じて技術
評価点を減点する。

Ĉ 提出された技術提案書（設計・施工計画を
含む。）に関する提案内容が、発注者の設定し
ている制約条件を遵守していること。

D̂ 機構が発注した工事のうち、平成24年１月
１日から平成25年12月31日までの２年間に元
請けとして完成・引き渡された工事の実績が
ある場合においては、当該工種「土木一式工
事」に係る工事成績評定表の評定点の年平均
が２年連続で65点未満でないこと。

Ê 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。

F̂ 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）

Ĝ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

３ 設計施工一括に関する事項
\ 技術提案書等の提出 入札説明書及び設計
図書に基づき適切な設計方針及び施工計画
（以下「設計・施工計画」という。）を立案し、
その内容を示した技術提案書及び見積書（以
下「技術提案書等」という。）を提出すること。

_ 本公告時に一般競争（指名競争）参加資格
の認定を受けていない者についても、一般競
争参加資格確認申請書及び一般競争参加資格
確認資料（以下「確認申請書等」という。）を
提出することができるが、競争に参加するた
めには、開札時において、一般競争（指名競
争）参加資格の認定を受け、かつ、競争参加
資格の確認を受けていなければならない。

本公告時に特定ＪＶとしての資格の認定を
受けていない者についても、確認申請書等を
提出することができるが、競争に参加するた
めには、開札時において、特定ＪＶとしての
資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確
認を受けていなければならない。

` 本工事に特定ＪＶとして確認申請書等を提
出した場合、その構成員は、単体有資格業者
として確認申請書等を提出することはできな
い。経常建設共同企業体（以下「経常ＪＶ」
という。）、事業協同組合についても同様とす
る。

a 機構における一般競争（指名競争）参加資
格業者のうち土木一式工事の認定の際に客観
的事項（共通事項）について算定した点数（客
観点数）が、1¶250点以上であること（^の
再審査に係る認定を受けた者にあっては、再
審査に係る認定の際に、客観点数が1¶250点
以上であること。）。
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